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近年，高齢者ドライバーの増加，若者の自動車離れ，カーシェアリングの普及等により，自動車保有と

利用は，大きく変化してきている．また，公共交通機関が整備された大都市圏と地方圏の特性では，大き

く異なってきている．本研究では，道路交通センサスODデータ，プローブデータを用いて，地域別の自

動車の保有特性，自動車の稼働特性，走行時間と駐車時間の特性を分析し，現状の自動車の走行及び駐車

特性の実態を把握する． 
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1. はじめに 

 

(1) 自動車保有特性の変化 

近年，高齢者ドライバーの増加，若者の自動車離れ，

カーシェアリングやEV（電気自動車）・FCV（燃料電

池自動車）の普及等により，自動車保有・利用は，大き

な転換期を迎えつつある．特に，公共交通機関が整備さ

れた大都市圏と，自動車利用による移動によって日々の

生活を行う地方圏では，その特性も大きく異なってきて

いると考えられる． 

例えば，表-1に示す世帯当たり乗用車保有率の時系列

変化（上位5県・下位5都府県・全国）をみると，2015年 

 

表-1 世帯当たり乗用車保有率の時系列変化 

  －上位5県・下位5都府県－   単位：台/世帯 

2000年 2005年 2010年 2015年
東京都 0.592 0.564 0.492 0.471
大阪府 0.760 0.764 0.704 0.702
神奈川県 0.869 0.857 0.786 0.769
京都府 0.923 0.937 0.876 0.870
兵庫県 1.000 1.030 0.987 0.991
茨城県 1.606 1.708 1.686 1.721
群馬県 1.669 1.745 1.716 1.751
山形県 1.590 1.696 1.711 1.754
富山県 1.688 1.774 1.762 1.795
福井県 1.661 1.756 1.755 1.804
全国 1.126 1.168 1.126 1.137

世帯当たり
保有率が
低い都府県

世帯当たり
保有率が
低い都府県

 

時点で，全国平均1.137台/世帯に対し，最も世帯当たり

乗用車保有率が高い県は，福井県（1.804台/世帯）であ

り，次いで，富山県，山形県，群馬県，茨城県と続く．

一方で，最も世帯当たり乗用車保有率が低い都府県は，

東京都（0.471台/世帯）であり，次いで，大阪府，神奈

川県，京都府，兵庫県と続き，公共交通機関が整備され

た首都圏，近畿圏の大都市圏となっている．このように，

世帯当たり乗用車保有率は，全国的には横這いから微増

傾向にあるものの，東京都を中心に，首都圏，近畿圏の

大都市圏では，乗用車を保有する世帯が減少し，世帯当

たり乗用車保有率も減少傾向にある．首都圏，近畿圏に

おける世帯当たり乗用車保有率の要因は，公共交通機関

の利便性が高いことに加え，自動車を利用する活動が少

なくなっていること（例えば，自動車利用ができない, 

あるいは必要としない高齢者世帯や単身世帯の増加，

若者の自動車離れ等）が挙げられる 1),2)．さらに，大都

市圏を中心に，2002年にスタートしたカーシェアリング

は，ステーション数及び車両数の増加に伴い，会員数も

急激に増加し，これまでの自動車保有と利用の変化に，

大きな影響を与えている． 

 

(2) 本研究のねらい 

 このような社会経済情勢やライフスタイルの変化によ
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る自動車保有とその利用に着目し，本研究では，平成22

年道路交通センサスOD調査データを用いて，都道府県

別の利用特性を分析する．道路交通センサスOD調査デ

ータは，一般的に，道路の交通需要を予測するためにト

リップや走行台キロに着目して分析が行われてきた．し

かし，先に示した多様化する地域の保有特性・利用特性

の変化を考慮すると，保有している自動車がどのように

稼働しているか，また，自動車は1日の時間帯でどのよ

うに走行し，駐車しているかを捉えることも，今後のシ

ェアリングを含めた自動車の使われた等の新たな交通政

策には重要な視点と言える．英国の調査3)では，自宅で

の駐車を含め，1日のうち走行せずに駐車している車の

割合は96％であり，これらの車をシェアリングや自動運

転によって活用することにより，住宅地や商業地の駐車

スペースが必要なくなり，新たな歩行者を中心とする空

間が創出されるとしている． 

そのため，本研究では，道路交通センサスOD調査デ

ータから得られるトリップの出発時刻から到着時刻から

走行時間を算出し，さらに走行していないトリップ間の

駐車を駐車時間として算出し，その車両数を掛け合わせ

て，1日における走行台時，駐車台時が都道府県別にど

のような状況になっているかを把握する．また，1日に

自動車を稼働させない運休車両も考慮し，自動車の運休

時間台時が都道府県別にどのような状況になっているか

も把握する． 

 

2. 自動車発生原単位と稼働率 

 

(1) 全国の自動車発生原単位と稼働率 

表-2に，平成22年道路交通センサスOD調査データに

基づく全国の発生原単位（グロスとネット）及び稼働率

を示す．発生原単位（グロス）とは運休車両を含めた1

日の1台当たりのトリップであり，発生原単位（ネッ

ト）とは運休車両を除いた1日の1台当たりのトリップで

ある．また，ここでの稼働率とは，保有される車両のう

ち，1日に1度もトリップしなかった運休車両を除いて，

運行した車両の比率を示している．表-2に示すように，

全国の自家用乗用車は，保有される車両のうち，約6割

が稼働し，稼働した車両は約3トリップ発生している．

また，営業用は，乗用車（タクシー），貨物車とも稼働

率が高く，そのトリップ数も高いことを示している． 

 

表-2 全国の自動車発生原単位と稼働率 

自家用 営業用 合計 自家用 営業用 合計

原単位（グロス）
（トリップ／台）

1.83 23.75 1.95 2.19 5.33 2.44

原単位（ネット）
（トリップ／台）

2.94 28.60 3.11 3.86 7.02 4.19

稼働率 62.4% 83.1% 62.5% 56.7% 75.9% 58.3%

乗用車 貨物車

 

 

(2) 都道府県別の自家用乗用車発生原単位と稼働率 

都道府県別（車籍地別）にみた自家用乗用車の発生原

単位（グロスとネット）及び稼働率を図-1，図-2，図-3

に示す．自家用乗用車の発生原単位（グロス）が一番高

いのは，岐阜県（2.30トリップ／台）であり，次いで，

福井県（2.26トリップ／台）となっている．但し，福井

県は，稼働率が1番高く83.5％となっている．これは，

福井県で保有される車両の稼働率が高いものの，発生原

単位（ネット）が低いことに依るものである（46位）．

一方，自家用乗用車の発生原単位（グロス）が一番低い

のは，東京都（1.19トリップ／台）である．これは，東

京都の自動車の稼働率が37.8％と大きく低いことが影響

2.30
2.26
2.23
2.23

2.15
2.14
2.14
2.13
2.08
2.07
2.07
2.05
2.05
2.04
2.04
2.02
2.01
2.00
2.00
2.00
1.99
1.96
1.96
1.95
1.93
1.92
1.92
1.91
1.91
1.91
1.87
1.85
1.85
1.83
1.82
1.82
1.79
1.77
1.76
1.76

1.66
1.65
1.64
1.61

1.50
1.36

1.19
1.83

0.00 1.00 2.00 3.00

岐阜県

福井県

鳥取県

島根県

佐賀県

静岡県

三重県

富山県

宮崎県

沖縄県

長崎県

鹿児島県

石川県

山口県

新潟県

山形県

香川県

熊本県

秋田県

福岡県

茨城県

岩手県

青森県

岡山県
和歌山県

広島県

山梨県

大分県

愛知県

宮城県

滋賀県

福島県
北海道

愛媛県

群馬県

栃木県

高知県

徳島県

長野県

千葉県
埼玉県

京都府

兵庫県

奈良県

神奈川県

大阪府

東京都

合計

トリップ /台（グロス）

83.5%
75.6%
75.1%
74.9%
73.1%
71.7%
71.7%
71.2%
71.1%
70.8%
70.5%
70.0%
69.9%
69.8%
69.5%
69.2%
68.9%
68.5%
68.5%
68.2%
68.1%
67.7%
67.5%
67.0%
66.7%
66.6%
66.2%
66.2%
65.8%
65.5%
65.4%
65.2%
64.9%
63.7%
63.6%

61.2%
61.2%
61.0%
60.1%
59.3%
59.2%
59.0%
57.7%
55.8%

48.8%
48.1%

37.8%
62.4%

0.0% 50.0% 100.0%

福井県

岐阜県

島根県

鳥取県

富山県

宮崎県

佐賀県

山口県

三重県

静岡県

新潟県

沖縄県

山形県

大分県

和歌山県

秋田県

長崎県

青森県

滋賀県

熊本県

石川県

岩手県
鹿児島県

茨城県

岡山県

香川県

徳島県

愛知県

福岡県

福島県
宮城県

山梨県

栃木県

広島県

群馬県

長野県

北海道

愛媛県
高知県

兵庫県

千葉県

京都府

奈良県

埼玉県

神奈川県

大阪府

東京都

合計

稼働率（グロス）

3.15
3.08
3.05
3.04
3.04
3.03
3.02
3.02
3.02
3.01
3.01
3.01
3.00
3.00
2.98
2.97
2.97
2.97
2.97
2.96
2.96
2.95
2.93
2.92
2.92
2.91
2.91
2.90
2.89
2.89
2.89
2.89
2.87
2.87
2.87
2.85
2.83
2.83
2.80
2.80
2.79
2.78
2.77
2.74
2.73
2.71
2.67

2.94

0.00 1.00 2.00 3.00 4.00

東京都

神奈川県

岐阜県

鹿児島県

福岡県

北海道

香川県

広島県

静岡県

石川県

愛媛県

長崎県

佐賀県

三重県

茨城県

高知県

鳥取県

埼玉県

千葉県

島根県

沖縄県

山梨県
熊本県

岡山県

宮城県

富山県

宮崎県

新潟県

岩手県

秋田県
愛知県

山形県

長野県

山口県

群馬県

青森県

福島県

大阪府
栃木県

京都府

奈良県

和歌山県

兵庫県

大分県

滋賀県

福井県

徳島県

合計

トリップ /台（ネット）  

図-1 都道府県別自家用乗用車原単位（グロス）  図-2 都道府県別自家用乗用車稼働率    図-3 都道府県別自家用乗用車原単位（ネット）  
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している．但し，発生原単位（ネット）は3.15トリップ

／台と全国で最も高い結果となっている． 

都道府県別の世帯保有率（台/世帯）と稼働率の関係

を図-4に示す．例えば，東京都は世帯保有率が0.49（台/

世帯）で稼働率が37.8%，福井県は世帯保有率が1.76（台

/世帯）で稼働率が83.5%であり，世帯保有率が高い都道

府県ほど稼働率が高くなっている．ただし，福井県

（1.76台/世帯），岐阜県（1.69台/世帯），群馬県（1.72

台/世帯）の稼働率は福井県が83.5%，岐阜県が75.6%，

群馬県が63.6%などと，世帯保有率が高い都道府県では，

稼働率のバラツキが大きくなる傾向もみられる． 
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図-4 世帯保有率と自動車稼働率の関係 

 

都道府県別の発生原単位（ネット）と稼働率の関係を

図-5に示す．発生原単位（ネット）が高い東京都（3.15

トリップ/台），神奈川県（3.08トリップ/台）などでは，

稼働率は東京都が37.8%，神奈川県が48.8%と低く，最も

発生原単位（ネット）が低い福井県（2.71トリップ/台） 
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図-5 発生原単位（ネット）と自動車稼働率の関係 

では，稼働率は83.5%と高く，稼働率が高いほど，発生

原単位（ネット）が低くなる傾向も見られる． 

 

3. 走行台時・駐車台時・運休台時 

 

(1)  OD調査データからの走行台時・駐車台時・運休時

間台時の作成 

先に示したように，道路交通センサスOD調査データ

から得られるトリップの出発時刻から到着時刻から走行

時間を算出し，さらに走行していないトリップ間の駐車

を駐車時間として算出し，その車両数を掛け合わせて，

1日における走行台時，駐車台時を算出する．具体的に

は，図-6に示すように，道路交通センサスOD調査デー

タのトリップデータを用いて、調査日1日の時間帯毎

（15分単位）の自動車走行状態（停車・駐車）データを

作成し，時間帯別・目的別の走行台時・駐車台時を都道

府県別に集計した．さらに，1日に自動車を稼働させな

い運休台時も算出している． 

 

 

図-6  OD調査データからの走行台時・駐車台時の作成 

 

(2) 全国の走行台時・駐車台時・運休台時シェア 

図-7に，全国の自家用乗用車の走行台時，駐車台時

（自宅・その他別），運休台時のシェアを，図-8に，1

日における時間帯別の走行台時，駐車台時（自宅・目的

別），運休台時シェアを示す． 

全国の自家用乗用車の1日のシェアは，走行台時が

4.7%，駐車（自宅）台時が38.4%，駐車（その他）台時

が17.6%，運休台時が39.2%であり，実際に道路上で走行

している自動車の時間は5%を満たない結果となってい

る．時間帯別にみると，最も走行車両が多い7時台にお

いても10.8％であり，その他10%を超える時間帯は，8時  
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図-7 全国の走行台時・駐車台時・運行台時のシェア 
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図-8 全国の時間帯別走行台時・駐車台時・運行台時 

 

台，17時台のみである．駐車（自宅）台時のシェアは，

運休率も含め最も低い時間帯が11時台の54.4%と日中で

も50%を超えている．一方，駐車（その他）台時シェア

は，最も高い時間帯の11時台が38.8%であり，日中は

38%程度で推移している．駐車（その他）台時シェアを

目的別にみると，駐車（出勤）が11時台に29.5%となる

など，日中の大部分を占めている．  

 

(3) 都道府県別の車種別走行台時シェア 

図-9，図-10，図-11に，自家用乗用車における都道府

県別の1日の運休・駐車・走行台時シェアを示す． 

走行台時シェアは，先の発生原単位（グロス）が2番

目に高かった福井県（5.7%），次いで，発生原単位（ネ

ット）が最も高かった岐阜県（5.6%）となっている．一

方，走行台時シェアが一番低いのは，東京都（3.4%）で

あり，次いで，神奈川県（3.9%），大阪府（4.0%）等と

発生原単位（グロス），稼働率と同様な傾向を示してい

る． 

走行台時シェアを目的別にみると，走行台時シェアが

高い都道府県は，特に出勤の台時シェアが高い傾向がみ

られる．例えば，出勤の台時シェアは，福井県が1.5%，

岐阜県が1.4%に対して，東京都が0.5%，神奈川県が0.7%

などとなっている．  

駐車台時シェアを目的別にみると，駐車台時に占める

駐車（出勤）は高く，駐車（出勤）の台時シェアが高い

ほど駐車台時シェアも高くなっている駐車（出勤）と駐

車（私事）の台時シェアの差は小さいが，走行（出勤）

と走行（私事）の台時シェアは，差が大きい． 
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(4) 都道府県別の走行台時・駐車台時・運休台時シェア 

図-12，図-13，図-14に，都道府県別の自家用乗用車走

行台時シェアが一番，二番目に高かった福井県，岐阜県

と，一番低かった東京都の1日における時間帯別の走行

台時，駐車台時，運休台時のシェアを示す． 

自家用乗用車の 1 日の走行台時シェアが 5.7%と最も

高い福井県では，走行台時が最も高い 7時台においても

16.4%であり，その他 10%を超える時間帯は，8時台，17

時台，18 時台のみである．駐車（自宅）の台時シェア

は，運休車両の台時シェアも含め，最も低い時間帯は

30.5%となっている．一方，駐車（その他）の台時シェ

アは，もっとも高い 11 時台で 61.8%であり，日中は

60%程度で推移する．駐車（その他）の台時シェアを目

的別にみると，駐車（出勤）が 11 時台に 50%を超える

など，日中の大部分を占めている． 
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図-12 福井県の時間帯別走行台時・駐車台時・運休台時シェア 

 

1日の走行台時シェアが5.6%と2番目に高い岐阜県にお

いても，走行台時が最も高い時間帯や10%を超える時間

帯は福井県と同様であり，駐車（自宅）の台時シェアは，

運休車両の台時シェアも含め最も低い11時台が40.7%，

駐車（その他）の台時シェアは，もっとも高い11時台で

51.6%となっている．自宅以外での駐車台時シェアを目

的別にみると，勤務が11時台に40%を超えるなど，日中

の大部分を占めている． 
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図-13 岐阜県の時間帯別走行台時・駐車台時・運休台時シェア 

 

1日の走行台時シェアが3.4%と最も低い東京都におい

て，走行台時は最も高い8時台でも5.8%であり，すべて

の時間帯で低い水準となっている．自宅に駐車している

車両の台時シェアは，運休率も含め最も低い時間帯が

77.6%であり，8割近くが自宅車庫で動いていない状況で

ある．自宅以外での停車台時シェアは，もっとも高い時

間帯である11時台でも16.9%である．自宅以外での駐車

台時シェアを目的別にみると，大部分は勤務の台時が占

めているが，11時台でも10.1%となっている． 

以上の結果は，稼働率が高い都道府県では，出勤での

自動車利用の割合が高く，時間帯別にみると，朝・夕の

出勤，帰宅時間帯での走行台時が高くなる一方で，勤務

先での駐車時間が長く，1日でみると，道路上で走行し

ている自動車の台時は，それほど大きくなっていないこ

と示している． 
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図-14 東京都の時間帯別走行台時・駐車台時・運休台時シェア 

 

4. おわりに 

 

本研究では，自動車保有の特性を踏まえたうえで，道

路交通センサスOD調査データから得られるトリップの

出発時刻から到着時刻から算出される走行時間，駐車時

間を用いて，都道府県別の走行台時，駐車台時，運休時

間台時の特性を把握した．日本全国の自家用乗用車の1

日の利用時間のシェアは，駐車（自宅）台時が38.4%，

駐車（その他）台時が17.6%，運休台時が39.2%に対し，

走行台時が4.7%と実際に道路上で走行している自動車の

時間は5%を満たない結果となっていることを示した．

この結果は，先に示した英国での調査結果である4％と

ほぼ同水準であることが把握できた．また，自動車の時

間的な利用特性が大都市圏，地方圏によって，大きく異

なっていること示すことができた．多様化する地域の保

有特性・利用特性の変化を考慮すると，このような駐車，

運休を踏まえた自動車の利用時間を捉えた動的な分析を

行い，シェアリングや自動運転による保有・走行の効率

化とこれまでの駐車スペースの新たな空間活用という新

たな政策展開を検討する意義は大きいと言える． 

しかし，本研究で用いた道路交通センサスOD調査デ

ータは，出発地，目的地，駐車場所がゾーン単位で把握

することはできるが，経路が把握できないため，本来の

道路上で走行する台時を算出することはできない．また，

アンケート調査による出発時刻と到着時刻の記入である

ため，時刻の精度が十分に確保されているとは言い難い． 

今後の時間帯の混雑状況を考慮したプライシングや交
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通規制，災害時・緊急時の迂回誘導等の交通政策を展開

していくためには，日々変動する交通需要を詳細な位置

情報に基づいて，出発地，道路上での走行，目的地，駐

車という一連の行動を捉えていくことが必要となる．ま

た，道路交通センサスOD調査データでは把握できない

トリップ中の休憩場所，休憩時間を把握していくことも，

長距離トラック等の行動においては重要となる．ETC2.0

をはじめとするビッグデータの活用は，このような課題

を解決し，これまで困難であった動的な交通政策を可能

とするものである．ETC2.0の早期の普及とそれに伴う分

析と分析結果に基づく新たな政策展開が，今後の重要な

課題と言える． 
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An Analysis about the Characteristic of Traveling 

and Parking Using OD and Probe Data 

Yuichi MOHRI, Ryohta WAKAI and Masamichi Hashimoto 

 
In late years, car ownership and the use are big change by the increase in elderly person driver, keeping 

of the youth away from car, the spread of car sharing. In addition, it is greatly different from the metropo-

lis where public transport was maintained in the characteristic of the local area. 

In this study, using road traffic survey OD data, it is analyzed a characteristic at the possession proper-

ties of the car according to the area, the operation properties of the car, run time and parking time, and 

grasped the actual situation of possession, the run of the present car and the parking characteristic. 
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